
２０１８年度 事業報告書 
 
 

２０１８年４月１日から ２０１９年３月３１日まで 

 

特定非営利活動法人 まちの防災研究会 

 

１ 事業の成果 

西日本豪雨災害が７月に発生し２００名を超える犠牲者が発生した。これは昭和57年

7月豪雨以来の死者100名を超える被害となった。このため、この豪雨の原因調査や究明

が中心となる活動が中心となった。 

水害・土砂災害に対しての避難に関する新事業を、共同募金会とＹＳ財団に助成金申

請していたものが年度途中で承認されたため、この避難に関する事業を中心にした展開

となった。その中で、共同募金からの補助事業で水害・土砂災害からの避難に関する内

容をまとめた「避難力のガイドブック」を発行できたことは、今後の研修などに活用で

き、大いに意義あることと考えます。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

（１） 特定非営利活動に係る事業 

定款の 

事業名 
事業内容 実施日 実施場所 

従事者

の人数 

受益対象者の

範囲及び人数 

支出額 

（千円） 

 
防災意識の 
普及、啓発 
事業 

・自主防災組織リ
ーダー養成セミナ
ーの開催 

７／１ 
ユーアイ
ふくい 

５人 
主に福井県内 

３４名 
１４５ 

７／１４ 
ユーアイ
ふくい 

６人 
主に福井県内 

３９名 
１２２ 

１１／２３ 
ユーアイ
ふくい 

４人 
主に福井県内 

２６名 
１８８ 

・防災・減災に関
する啓発講演等の
実施 

６１回 
各依頼場

所 
７２人 

主に福井県内 
約２６００人 

７４０ 

共同募金補助事業 
「避難力のガイド
ブック」の発行 10月～3月 

事務所・
ﾊﾋﾟﾘﾝﾎｰﾙ 

３０人 
主に福井県内
の全地区・全

自治体 
５５３ 

防災減災に 
関する 
研究事業 

・水害・土砂災害
からの避難につい
ての研究 

10/17～20 
 
11/7～1/20 

事務所 
 
事務所 

８人 
 
１２人 自主防災関係

者 
１２０ 



災害被災地へ
の支援事業 

・西日本豪雨災害 
① 調査活動 
② 支援活動 

7/15～7/21 
8/10～8/12 

 
各被災地 
岡山真備 

 
1人 
17人 

 
被災地 

３２９ 

防災・減災活
動団体への支
援事業 

・防災活動を推進
するための相談活
動 
小浜市宮川地区の
活動に就いて支援 

7月～8月の 
随時 

事務所 ２人 宮川地区 １０ 

 

（２） その他事業  無し 

 

３．理事会及び総会に関する事項 

理事会 

総会 

実施日 実施場所 出席者数 議決事項 

通常総会 ４月２８日 アオッサ 

６０５号室 

２６名 2017年度事業・決算報告 

2018年度事業・予算計画 

理事会 10月27日 県生活学習館 ６名 助成金申請決定について 

その他（借入金） 

理事会 ４月２７日 アオッサ 

７０１号室 

２６名 ２０１９年度通常総会 

議事について 

 



（単位：円）
科目 予算金額

Ⅰ 経常収益
１．受取会費

正会員受取会費 225,000 237,800
賛助会員受取会費 0 0

小　　　計 225,000 237,800
２．受取寄附金

受取寄附金　　 0 70,000
小　　　計 0 70,000

３．受取助成金等
受取助成金 456,000

小　　　計 0 456,000
４．事業収益

防災意識の普及、啓発事業収益 1,164,500 1,601,810

小　　　計 1,164,500 1,601,810
５．その他収益

受取利息 0 0
雑収益 0 0

小　　　計 0 0

収益計 1,389,500 2,365,610
Ⅱ 経常費用

１．事業費
人件費
給料手当 510,000 440,000

人件費計 510,000 440,000
その他経費
会場使用料 36,000 21,000
印刷費 39,000 439,747
旅費交通費 194,000 279,615
通信運搬費 147,000 275,878
事務用品費 86,000 140,371
消耗品費 62,000 120,911
保険料 0 46,160
諸会費 0 66,000
会議費 0 0
派遣積立 0 0
新聞図書費 25,000 44,412
雑費 0 116,439
地代家賃 120,000 120,000
水道光熱費 50,000 44,077
広告費 24,000 12,640
支払手数料 0
減価償却費 40,000
その他経費計 783,000 1,767,250

事業費計 1,293,000 2,207,250
２．管理費

人件費
給料手当 60,000 60,000

人件費計 60,000 60,000
その他経費
会場使用料 11,000 6,408

（１）

（２）

決算金額

２０１８年度活動計算書
２０１８年４月１日から２０１９年３月３１日まで

特定非営利活動法人まちの防災研究会

（１）

（２）



印刷費 20,000 17,094
旅費交通費 40,000 60,000
通信運搬費 49,000 49,000
事務用品費 14,000 24,000
消耗品費 23,000 24,000
保険料 0 12,000
諸会費 26,000 26,000
会議費 0 1,750
派遣積立 15,000 0
新聞図書費 4,000 4,000
雑費 0 35,000
地代家賃 30,720 30,720
水道光熱費 20,000 24,000
広告費 5,000 5,000
支払手数料 5,000 5,400
減価償却費 10,000
その他経費計 262,720 334,372

管理費計 322,720 394,372

経常費用計 1,615,720 2,601,622

当期経常増減額 -236,012

Ⅲ 経常外収益
1 固定資産売却益 0
経常外収益計 0

Ⅳ 経常外費用
1 過年度損益修正損 0
経常外費用計 0

当期正味財産増減額 -236,012
前期繰越正味財産額 261,006
次期繰越正味財産額 24,994



２０１８年度　財産目録
２０１９年３月３１日現在

　特定非営利活動法人まちの防災研究会　

（単位：円）

科目

Ⅰ資産の部

１．流動資産

現金預金

手元現金 36,912

ゆうちょ銀行普通預金 32,642 69,554

その他流動資産

未収入金 518,000

前払費用 0 518,000

流動資産合計 587,554

２．固定資産

機械装置 200,000

固定資産合計 200,000

資産合計 787,554

Ⅱ負債の部

１．流動負債

預り金 500,000

未払費用 262,560

流動負債合計 762,560

２．固定負債

固定負債合計 0

負債合計 762,560

正味財産 24,994

１．重要な会計方針 計算書類の作成はＮＰＯ法人会計基準に準じて行っています

（１）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、定額法で償却しています

２．固定資産の増減の内訳

期首取得価格 取　得 減　少 期末取得価格 減価償却累計額 期末帳簿価額

機械装置 0 250,000 50,000 200,000 0 200,000

0 250,000 50,000 200,000 0 200,000

有形固定資産

合　計

金額

計算書類の注記

科　目



2018年度　貸借対照表
2019年3月31日現在

特定非営利活動法人まちの防災研究会
（単位：円）

科目
Ⅰ 資産の部

１．流動資産
現金預金 69,554
未収金 518,000
前払費用 0
流動資産合計 587,554

２．固定資産
有形固定資産
機械装置 200,000

有形固定資産計 200,000
固定資産合計 200,000

資産合計 787,554

Ⅱ 負債の部
１．流動負債

未払費用 262,560
預り金 500,000

流動負債合計 762,560
負債合計 762,560

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産 261,006
当期正味財産増減額 -236,012

正味財産合計 24,994
負債及び正味財産合計 787,554

○使途が制約された寄付等の内訳

事業名 当期増加額 当期減少額 期末残高

0 0 456,000

金額

（１）

助成団体

平成30年3月30日事業完了のため助成金入金(456,000円)
は次年度に繰り越しとなった。

共同募金会
災害時情報支援用ドローン整備

事業



２０１９年度 事業計画書 
 
 

２０１９年４月１日から２０２０年３月３１日まで 

 

 

特定非営利活動法人 まちの防災研究会 

 

１ 事業の計画 

「子ども防災レンジャー事業」を主軸に、これまで偏りのあった地域防災活動に対し、

新しい展開を図っていきます。 

また、災害関連死に対しての研究を進めるとともに、被災した後の生活についての解

説書の発効（本年度で助成申請）へ向けた取り組みを展開します。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

（１） 特定非営利活動に係る事業 

事業名 具体的な事業内容 

(A) 当該事業の   

 実施予定日 

(B)当該事業の   

実施予定場所 

(C)従事者の予定人数 

(D)受益対象者の

範囲 

(E)予定人数 

事業費の 

予算額 

（千円） 

① 防災意識の
普及、啓発
事業 

・自主防災組織リーダー
養成セミナーの開催 
自主防災活動のため
の人材を育成する 

(A) 年４回 
(B) 県中産大 

県生涯学習会館 
など 

(C) １０人 

(D)自主防災活
動に関わる市民
(E)延べ100人 

４９５ 

・子ども防災レンジャー
事業（助成金事業） 

(A)年２４回 
(B)各地域 
(C)３０人 

(D）子どもと地
域の防災活動 
(E)約２００人 

１７００ 

・防災・減災に関する啓
発講演等の実施 

(A) 随時 
(B) 要望場所 
(C) ３人 

(D) 自主防災活
動に関わる
市民 

(E) 不特定多数 

８００ 

② 防災・減災
に関する研
究事業 

・災害発生直後からの対
応に関する研究 
関連死および被災後

生活に関する研究 

(A) 年3回 
(B) 敦賀市プラザ万

象・事務所 
熊本県 

(C) ４人 

(D) 自主防災活
動に関わる
市民 

(E) １０人 
１２０ 

・子どもの地域防災活動
への参画促進について
の課題研究 

(A) 年3回 
(B) 福井市地域交流

プラザ・事務所 
(C) ４人 

(D) 自主防災活
動に関わる
市民 

(E) １０人 

３００ 



③ 災害被災地
への支援事
業 

・災害発生時の現地調査
及び支援策の策定・実施 

(A)発災時 
(B)被災地 
(C)３～５人 

(D)被災地・被災
者 
(E)不特定多数 １００ 

④ ４．防災・減
災活動団体
への支援事
業 

・防災活動を推進するた
めの相談活動 
 各地の防災活動団体
への助言や相談への
対応 

(A)随時 
(B)事務所にて 
(C)２～３人 

(D)防災活動団
体関係者 
(E)不特定多数 

１３ 

 

○今後開催を計画している事業と予定日 

 ■自主防災リーダー養成セミナー 

・水害・土砂災害編 2019年6月（予定） 

・被災生活対策編  2019年11月（予定） 

・基礎編      2020年3月（予定） 

・地震初動編    2020年3月（予定） 

※基礎編を高浜町開催（2019年5月11日） 

  

■助成金事業 

  ・「子ども防災レンジャー事業」日本たばこ産業より 

     別紙企画書参照 

 

 

（２） その他事業  無し 



（単位：円）
科目

Ⅰ 経常収益
１．受取会費

正会員受取会費 205,000
賛助会員受取会費 0

205,000
２．受取寄附金

受取寄附金　　 140,000
140,000

３．受取助成金等
受取助成金 1,893,600

1,893,600
４．事業収益

防災意識の普及、啓発事業収益 600,000

600,000
５．その他収益

受取利息 0
雑収益 0

0
収益計 2,838,600

Ⅱ 経常費用
１．事業費

人件費
給料手当 1,090,000

人件費計 1,090,000
その他経費
会場使用料 100,000
印刷費 158,000
旅費交通費 451,000
通信運搬費 160,200
事務用品費 242,000
消耗品費 124,400
広告宣伝 24,000
支払手数料 0
諸会費 0
派遣積立 17,000
新聞図書 38,000
地代家賃 126,000
水道光熱費 84,000

0

その他経費計 1,524,600
事業費計 2,614,600

２０１9年度活動予算書
２０１９年４月１日から２０２０年３月３１日まで

特定非営利活動法人まちの防災研究会

金額

（１）

（２）



２．管理費
人件費
給料手当 60,000

人件費計 60,000
その他経費
会場使用料 11,000
印刷費 20,000
旅費交通費 40,000
通信運搬費 49,000
事務用品費 14,000
消耗品費 23,000
広告宣伝 5,000
支払手数料 5,000
諸会費 26,000
派遣積立 15,000
新聞図書 4,000
地代家賃 24,720
水道光熱費 20,000
減価償却費 50,000
その他経費計 306,720

管理費計 366,720
経常費用計 2,981,320

当期経常増減額 -142,720

Ⅲ 経常外収益
1 固定資産売却益 0
経常外収益計 0

Ⅳ 経常外費用
1 過年度損益修正損 0
経常外費用計 0

当期正味財産増減額 -142,720
前期繰越正味財産額 24,994
次期繰越正味財産額 -117,726

（２）

（１）


